
社会の問題としてのうつ病について

表 1 新潟大学医歯学総合病院における

うつ病新患の動向

-専門医を受診するうつ病患者の変化-

2004* 2007* 2010*
初診患者数 836 875 79()
うつ病性障害 206 178 151
大うつ病性障害 132 88 63
その他のうつ病 74 90 88

!iTd･-1人,
その髄節うつ病巴等尊家不能のうつ病性降蘭ヰ瓢労廉鱒惇線番心適鑑障寮[うつ症状をともなうもの)

が,その内訳をみると典型的なうつ病である大う

つ病性障害の数が減少し,それ以外の割合が相対

的に増加している.その中には,ディスチミア親

朝型うつ病と言われる病態も多く含まれている.

こうした病態は前述のように難治化 しやすいた

め,専門外来を受診する患者は治療者からみれば

｢治 りにくくなった｣と感じる.おそらく太うつ

病性障害は,薬物療法に反応しやすいため,クリ
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ニッタでの治療で十分改善し,より難治の患者が

専門外来を受診するようになって来ていると考察

できる.このように,専門外来では見かけ上のう

つ病病態の変化も観察される.

結 語

うつ病診断の混乱とうつ病の増加 ･難治化につ

いて筆者の考えも入れて概説した.うつ病は自殺

の大きな原因であるが,招殺予防のためには同疾
患の正 しい理解と適切な治療法選択が必要である.
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広汎性発達障害や注意欠如 す多動性障害などの-党案f寸かれにくい発達障害は,適切な診断

や治療的教育を受けることなく成人し,社会に出てから不適応を繰り返して精神科を受診する

チ-スが少なくない.実際にこれらの発達障害を抱えた当事者は, 一般人口に比しかなり高率

に,うつ病や不安障害を併発している.発達障害を持つものは,うつ病や不安障害を発症しやす

い生物学的脆敵性を抱えていることがこれまでの研究で明らかにされているが,発達障害に特

有の心理社会的要因の影響も見逃すことは出来ない.発達障害の併存症は適切な支援が不十分

であったことによる二次的な障害とも考えられ,長期的な視点にたった社会全体による包括的

支援が必要であると考える.

キ-ワ-ド:広汎性発達障害,注意欠如 ･多動性障害,うつ病,不安障害

は じ め に

発達障害は,乳幼児期より発達の ｢遅れ｣や欝

的な ｢歪み｣が顕在化し,機能獲得の因薙さが生

じる心身の障害である.古くは,脳性麻輝による

肢体不自由などの身体機能の問題や,精神発達の

遅れである精神遅滞 (知的障害)がその範済寿とさ

れていたが,1980年代より,社会性の発達の歪み

を来す自閉症や注意や衝動制御の困難さを来す注

意欠如 ･多動性障害 (ADHD)が,1990年代から

ほ,コミュニケ-ションの障害が比較的軽微であ

るものの自閉症と同質の社会性の障害を認めるア

スペルガ-障菩や,読み ･書き 事計算など特定の

領域における学習の困薙さを認める学習障害など

が発達障害の領域に含まれるようになり,そのカ

テゴリ-は拡太傾向にある.

古典的な発達障害は概念の歴史が古く,また気

付かれやすい発達障害であるため,利用できる社

会資源も多く,乳幼児期から医療 ･福祉の支援を

受けている事が多い.しかし,アスペルガ-障害,

ADHD,学習障害などは,2005年べこ発達障害者支

援法が制定 され公的な支援の対象になったもの

狗,まだまだ利用できる社会資源に乏 しく,専門

家でも容易に診断することが可能ではなかった

り,当事者が幼児期にその疾患概念が存在してい

なかったりすることで,適切な診断や支援を受け

ることなく成人し,社会に出てから不適応を繰り

返 し,二次的に抑うつや不安を望する事例も多々

ある.本稿では,成人期になり二次的に出現 Lや

すい併存症を中心に紹介し,代表的な発達障害で

ある広汎性発達障害とADHDを抱える当事者が

不適応に至る背景について考察をしたい.

広汎性発達障害

広汎性発達障害 (PDD)とは,乳幼児期より社

会性やコミュニケ-ションの障害が顕在化する生

来の発達障害であり,その有病率は入Hの 1-

2%に及ぶとされている.その診断カテゴリーに

は,肖閉症 (自閉性障害),アズベルガー障害,小

児期崩壊性障害,レット障害,特産不能の PDD

が含まれる.小児 期 崩 壊 性障害とレット障害は,

頻度が稀な疾患 で 重 度 の 精神遅滞が必発であり,

その他のPDD亜 型 と は 疾 患概念が異なる議論が

あり,本稿ではその詳細を述べることは省く.自

閉症ば,社会性の障害,コミュニケーションの障

害,および常同夜複的な興味 ･行動の三微が3歳

以前より明らかとなることにより診断される.ア

ズベルガー障害はコミュニケ-ションの障害が軽

微であること,特定不能のPDDは症候が自閉症

の診断閥値以下であったり顕在化が3歳以降であ
ったりすることで区別される.さらに,アスペル

ガ-障害は原則的に精神遅滞を伴わないと規定さ

れているため,アズベルガー障害や特定不能の

PDDは比較的障害の程度が軽微であると見なさ

れ 前述の通り幼児期 ･学童期に診断を受けるこ

となく経過 し,成人になってから不適応が生 じ,

うつ病や不安障害を来して精神科を受診する事例
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が多々ある.

PDDと併存症

PDD者は,以前よりうつ病を発症 しやすいこ

とが指摘されている.海外の横断的な調査では,

成人 PDD者の37%に太うつ病性障害を認める

という報告がある1).回内の調査でも,精神遅滞

を伴わない高機能のPDD者のllO/Oに,太うつ病

性障害や気分変調性障害などのうつ病性障害を認

めると報告されており,さらに年齢が高くなるこ

ど,アスペルガ-障害であることが,よりうつ病

の頻度を高めると指摘している2).これらの調査

結果は,いずれも一般人口におけるうつ病の時点

有病率に比し高い数値であるが,海外と本邦の有

病率の間に大きな開きがあり,マニュアル的に操

作的診断基準が使用される傾向のある欧米では,

PDD者のうつ病は過剰診断されている可能性は

否定できない.これまでに行われた唯 職 長期的

な縦断研究では,幼児期にPDDと診断されたも

のを成人期 (平均40歳)まで追跡した結果,負

閉症や一般入口群では30/o前後がうつ病の診断で

精神科の治療を受けていたのに対し,アスペルガ

-障害や特産不能の PDD群では 11%に及ぶと

報告されており3)4),やはりアスペルガ-障菩や

特産不能のPDDなどの周囲の認知度が低いこと

が推測される障害で高率にうつ病を認めることが

示唆される.

また不安障害に関しても,横断研究にてPDD

者の40-55%に,社交不安障害,全般性不安障

害,ノミニ､ソク障害などの不安障害を認めると報告

されている5欄 が,やはりかなりの高頻度である

ことから過剰診断されている可能性も否定できな

い.また他の報告では,うつ病と同様にアズベル

ガー障害であることやPDDの重症度が軽いもの

ほど不安障害を併存する頻度が高いことも指摘さ

れている7).

PDD者がうつ病や不安障害に至りやすい生物

学的背景としては,抑うつや不安の調整に関与す

るセロ トニン神経系の異常が示唆 されている.
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ニン濃度の上昇や脳内セロトニン･トランスポ-

タ-の減少などの定型発達者との生物学的な差異

が報告されている 8). また,自閉症児の親の

40%,第 ---親等の38%が大うつ病性障害を発症

することが報菖されているが,このうち糾 %は

自閉症児の出生前より太うつ病を発症しているこ

とから,自閉症児を抱えたことによる心理的要因

のみでは説明がつかず,遺伝的な素因も強く影響

することが想定されている9).

前述のような生物学的な脆弱性はあるものの,

それでもやはり,PDD者がうつ病や不安障害に

至る背景として 心 理 社 会 的 要 因 も 強 く 影響すると

思われる.PDD者は ,こ こ ろ の 理 論 (他者の心理

状態を推測するカ)獲得後の思春期以降 (定型発

達者では4歳前後に獲得)に,自己と他者の違い

に気付くようになるが,生来の共感性の乏しさ,

客観的視点の乏しきから,｢自分だけどうしてこ

んなに大変なのか?｣と否定的な自動思考を認め

ることが多い,また,併存率の高いアスペルガ-

障害や特定不能のPDD者では,診断を受けてい

ないか,もしくは診断を受ける時期が遅く,その

特性に合った療育を受けておらず,社会的な困難

さを対処するソーシャルスキルも身に付いていな

い.このため,内因性というより二次的な適応障

害的に揮うつや不安を発症することが想定され

る.

注意欠如 ･多動性障害 仁＼111111)

一方,ADHDは,不注意,多動,および衝動制

御因経の中桟症状が7歳未満から複数の場面で認

められ,それにより社会的活動や学業の機能に支

障を来す発達障害である.有病率は人口の5%と

いわれ,かなり頻度の高い疾患であり,経過とし

ては,多動,衝動性は思春期以降に軽快するが,

不注意の症状は成人期以降も残存することが多

く,成人してからも職業的な困難さを伴うことが

射 ､.
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これまでの報告では,ADHD者 の 35-50%が,
障害のうちに少なくとも1回の太 うつ病エ ピソ-

ドを経験するといわれてい る.うつ病ではなく双

極性障害 (繰うつ病)につ い ても生涯有病率が

9.5%にLり,-=一般入口 の 五%に比 しかなり高い

有病率が報告されてい る 10).また同様に,ADHD

者では不安障害瑚薄青も非常に多く,生涯有病率

は40-60%と推定 されており,PDDと同様,不

安障害の中でも社交不安障害,全般倖不安障害,
パニック障害の頻度が高いと報告されている10)

ADHD者が気分障晋 を併存 しやすい生物学的

要因として,うつ病の症状に関与-する他の神経伝
達物質である ドパ ミンやノルア ドレナリンの神経

伝達異常が指摘 されている.ADHD者では大脳基

底核の ドパ ミン ･トランスポ-夕-が過剰である

ことが報告 されており,薬物治療でもドパ ミン事

トランスポ-タ-阻害薬やノルアドレナリン･ト

ランスポ-タ-阻害薬が有効である.

さらにADHD者の心理社会的な要因としては,

自尊心の低下が大きな要因となることが指摘され

ている.ADHD者は,特有の不注意,衝動性の高

さ,落ち着きの無さから,学童期より失敗体験を

繰 り返 し,周囲の理解が乏しければ叱責され続け,

｢自分は何をやって亀叱 られる｣と自尊心を低下

させることが少なくない.成人してからも不注意

症状は残存するため,就労後も些細なミスを繰り

返 したり,約東を忘れて しまったりと失敗体験を

繰 り返 し,周囲にも本丸の怠けと取られ,理解が

なかなか得 られない.そんな中で自信を喪失し自

費的になり,適応障害的に抑 うつ,不安を晃する

ようになると考えられる.

発達障害の併存症 (二次障害)を予防する

現在の社会資源では,今回取 り上げたPDDや

ADHDは,義務教育課程までは2007年より開始

された特別支援教育の枠組みで対応が可能であ

る.小中学校の現場では,これらの発達障害に対

する認識は非常に高まってきている.しかし,宿

校 に入学 した途端,このような支援はほぼなくな

り,市や県の教育センターや児童相談所,および

発達障害支援センタ-がその役割を担 うことにな

るが,その対応は自治体によりばらつ きがあり,

特別支援学校 (従来の審議学校)を選択 しなけれ

ば,学校現場で受けられる支援は担任や養護教諭

の個人的な技術に委ねられてしまう.知能の高い

発達障害者で大学に進学するものも多いが,個々

人に応 じた特別な配慮はさらに乏 しくなり,発達

障害に熟知 している教員も皆無になると言ってい

いだろう.このように,発達障害者は長期的視点

による一貫 した支援を受けることが招来ないた

め,包括的な支援体制の構築が望まれる.例えば,

高校まであれば教育センタ-がその役割を担い 一

貫 した支援を行い,就労後は自治体の発達障害支

援センターがその立場 として相応 しいと思われ

る.太学へ進学する場合でも,発達障害支援セン

タ-と連携を行いながら将来の進路を考えた支援

が必要であり,時には保健管理センタ-等で酎当

家の助言を受けながら支援の方向性を決定するこ

とも必要であろう,我々発達障害の専門家は,二

次障害を呈して受診する当事者の対応に追われる

ばかりではなく,二次障害を望きないような社会

を目指し,関係機関との連携を強め,適切な支援

が行われるよう啓発に力を注がなければならない

と考える.
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近年,経済状況や雇用環境が急激に変化する中

で,ス トレスを感じる労働者の割合が高くなって

いる 1).平成 11年に精神障害にかかる労災認定

の争j断 指針が示されてから,労災請求件数及び労

災認定件数ともに年々増加する傾向にある2).

新潟県上越地域において企業を対象として行わ

れた調査では,540/Oの企業が過去3年間に心身の

不調等により業務に支障を生じた事例を有してい
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た.その要因としては,うつ病がもっとも多く,

全体の53%を占めていた3).

そのJjfで,メンタルへス対策に取り組んでい

る企業の数は,平成 19年の全国調査では全体の

340/Oにとどまった.とくに従業員数が50人未満

の企業では取り組みが遅れていた1).

企業で行われるメンタルヘルス対策は,①労働

者に対する教育研修 ･情報提供,②職域環境の把
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